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In recent years, tuberculosis (tbc) epidemics have been increasing, and have become a 

social problem in Japan. This study was carried out to clarify the current risk factors on 

tbc epidemics.
The original reports of a total of 254 tbc patients whose contacts were examined for 

possible tbc infection (extraordinary health examinations) during 1992-97, were investi

gated and compared with all new pulmonary tbc cases registered during the same period 
in Aichi prefecture. In addition, from registration cards in each public health center, the 

risk factors for 19 cases of both tbc epidemics (infecting more than 20 contacts) and 

microepidemics infecting 10-19 contacts were further examined.

The results obtained were as follows;

1. Extraordinary health examinations were carried out in 3.2% of total pulmonary tbc cases, 

and were carried out at higher rates among contacts with younger patients and with those 

having severer tbc by radiographical (p<0.01) and bacteriological findings (p<0.01).

2.11 tbc epidemics (3.4%) and 34 microepidemics (14.3%) were identified among 254 ex

aminations over 6 years. They were frequently observed in groups with abundant bacilli 

discharge and long lasting cough, and also in young age groups.
3. All of the 19 cases causing epidemics or microepidemics had multiple risk factors; the 

main factors being late diagnosis, inadequate health managements in schools and offices 

and poor quality of patients' living environments.

Therefore, it is necessary for public health centers to work more closely with schools
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and industrial circles for the prevention of tbc epidemics.
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は じ め に

感染症の猛威が世界的 に指摘 され,結 核 は再興感染症

の代表 と して注 目を集め てい る。 アジア,ア フリカ地域

で はHIVと の重感染が,欧 米各 国で は難民 ・移 民 に よ

る感染 ・発病が問題 になってい る。 わが国で は近年罹患

率の減少傾向が止 ま り,各 地で集団感染事例が報告 され

るようになった。 しか も,従 来若年者 に限 られていた発

生が,高 齢者 に までみ られる ようになっている。21世 紀

前半 を 目標 とす る"結 核根絶"は,こ の ままで はその達

成が 困難 となって きてい る1)。

愛知県で は低 まん延 時代 の結核 対 策 と して,1977年

に県独 自のサ ーベ イラ ンス体 制 を開始 し2),そ の 中で

ハ イリス ク者の報告 と定期外検診の強化 を行 って きた〇

その成績 は本学会で も報告3)～5)を したが,全 国的 に集

団感染が問題 になってい る現在,最 近の集団感染が どの

ような状況で発生 してい るか,本 県の状況 を調査 したの

で報告す る。

調査対象 と方法

今 回の調査対象 は,1992年 か ら97年 までの6年 間 に

行 われた結核定期外検診の うち,受 診者数が5人 以上で

あ った事例であ る。調査 には愛知県(名 古屋市 を除 く)

の保健所か ら衛生部保健予防課 に提 出され る,「 定期 外

検診(結 核 まん延地 区 ・接触者検診)対 象者発生調査票」

を用いた。

調査内容は,発 生調査票か ら得 られる背景因子 と定期

外検診の成績 を利用 し,定 期外検診の実施状 況 と集団感

染 などの発生要因の分析 を行 った。 さらに,集 団感染事

例 と10人 以上の小規模 感染事例 につ い ては,保 健所 に

依頼 してその要因調査 を行 った。

集団感染の定義は青木6)に よる,「 同一 感染 源が,2

家族以上 にまたが り20人 以上 に感染 を与 え た場合,た

だ し患者1人 の発見は6人 の感染 と計算する」に,小 規

模感染 は藤岡3)の 「5人以上 の感染 または1人 以 上 の発

病」 とす る分類 に従 った。感染者は定期外検 診に より化

学予防 を指示 された もの(以 下"(初)"と 略す)と してそ

の数 を計上 した。

なお,各 年の結核患者の統計には,愛 知県衛 生部発行

の 「愛知の結核1992～97」7)の 数値 を用 いた。また,統

計処理 はX2検 定 によ り行 い,有 意差 をp<0.05お よび

p<0.01で 示 した。

結 果

(1)定 期外検診の実施状況

1992年 か ら97年 の6年 間 に,愛 知県 が 関与 した定期

外検診の うち,対 象者が5人 以上であったの は254件 で

あ った。 この期間の新登 録肺 結核患者数は7,989人 であっ

たので,定 期外検診の実施率は3.2%で あった。 しか し,

検診実施率は表1に 示す ように経年的に高 くな り,前3

表1定 期外検診の実施状況
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図1性 ・年齢別定期外検診の実施状況 図2病 状別定期外検診の実施状況

表2定 期外検診の実施結果

年(92～94年)で は2.2%で あ ったのが,後3年(95～

97年)で は4.2%と 増加 していた(p<0.01)。

定期外検診 の対象施 設は,最 も多 いのが事 業所 の162

件63.8%で,次 いで病 院 ・施設 の17.3%,学 校 ・塾 の15.7

%の 順 であった。

次 に,性 ・年齢 別の実施状況 を図1に 示 す。新登録肺

結核患者 に対 する実施 率は,性 別では男 性 は3.6%,女

性 は2.4%と 男性 に高 く(p<0.05),こ の関係 は差 は あ

る ものの どの年代 で も同 じであった。年齢 別では若年齢

に実施率 が高 く,高 齢 になるほど低 くなった(p<0.01)。

特 に50歳 以上 の女性患 者 では,定 期 外検 診 は ほ とん ど

実施 されていなかった。

患者 の病状別 の実施状況 を図2に 示す 。菌成績別では,

塗抹 陽性 は7.5%,培 養 陽性 ・他 の陽性 は1.9%,菌 陰

性 は0.2%と なった。胸部X線 検査 の空洞の有無別では,

空洞あ りは6.2%,な しは1.5%と な り,患 者 の病 状が

重症 の ものほ ど周 囲へ の検診 が実施 されていた(共 にp

<0.01)。

(2)集 団感染 などの発生状況

6年 間に行 われた254件 の定期外検診 によって,12,545

人が検診 を受 けていた。1回 の検診 で平均49.4人 が受 け

たこ とになる。この検診 で,60人 の患者 と427人 の(初)を

発見す るこ とが できた。発見 率 は検 診 受診 者 に対 して

0.48%と3.40%,こ の間の新登録者 に占める割合 は患者

0.7%と(初)32.7%で あった。そ して,こ の検 診 に よって

11の 集 団感染 と34の 小規模感染 を判定 している(表2)。

それぞれの発生率 は,定 期外検診 に対 して4.3%,13.4%

で,合 計17.7%で あ った。

調査票 か ら入手 で きた11項 目の背景 因子 につ い て,

集 団感染 な どの発生状況 を比較 した。背景 因子 はその性

格 か ら,患 者 の背景,患 者 の病状,所 属集 団の属性 に分

けて表3に 示 した。

患者 の背景別 に,定 期外検診実施例 中の集 団感染 また

は小規模感染 と判定 された事例 の割合 をみ ると,性 別で

は女性 にや や高 く,年 齢 では40歳 未満 に高 か ったが,

有意差 はみ られなかった。既往歴 ・感染源の有無,発 見
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表3患 者の背景,病 状,所 属集団別集団感染 などの発生頻度
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表4集 団感染事例などの状況とその要因

方法では差がなかった。

患者 の病状 に よる事例 の割合 は,学 会病型 では重症型

のI,II 3型 が21.6%と 最 も高 く,次 いでII 1,2型 の

17。9%,III型 の15.6%の 順 であ った。菌成績では,陰 性

では発生 はみ られなか ったが,他 の陽性,Gaffky 1,2

号(以 下"G 1,2号"と 略す)の 順 に高 くな り,G 3

号以上で は5件 に1件 は集団感染 また は小規模感染が発

生 していた。

有症期間別では,1ヵ 月未満 を除 き有症期間が 長 くな

るほ ど高 くな り,感 染危 険度 指数(G号 数 と有 症期 間

の積)で は10未 満で は概 して発生 は低 いが,指 数 が10

を超 す と高い発生 となっている(P<0.05)。 指 数30以

上では,4件 に1件 が集団感染 な どの発生 となっていた。

次 に,所 属集 団の属性 を見る と,対 象施設別では学校 ・

塾 は発生が30.0%と 高 く,事 業所,病 院 ・施設 ではそ の

半数 にとどまってい る。一方,対 象者数 は数が多い ほど

発生割合 も高 くな り(p<0.01),50人 以上で は3件 に1

件 は集団感染 などであ った。 また,ツ ベル クリン反応検

査(以 下"ツ 反応"と 略す)の 有無別 では,あ り群 に有

意 に発生が高 い という結果が得 られた(p<0.01)。

(3)集 団感染 などを引 き起 こ した要 因

集 団感染11事 例 と10人 以上の小規模 感染8事 例 の概

要 を表4に 示 した。19事 例の初発患者は,男 女 比12/7,

平均年齢は38.2歳 で,小 規模 感染 の1例 を除 きすべ て

塗抹陽性であ った。所 属集団別の事例数は学校 ・塾8,

事業所8,病 院 ・老人施設3で あった。

この19事 例 について,感 染 を引 き起 こ した と考 え ら

れる要因を,保 健所 に依頼 して調査 した。要 因は内容別

に表5のA～Eに 示す5項 目に区分 し,登 録 票 の記録

等 か ら記入 をお願 い した。結果は19事 例に対 して,51の

要 因が 回答 された。

要 因の数 は表4に 示す ように,な しお よび1は1事 例

もみ られず,す べての事例が複数の要因 を持 っていた。

内訳 は2要 因が9事 例,3要 因 が8事 例 で,4お よび5

要因はそれぞれ1事 例ずつであった。

要因の内容は,"患 者の診 断 までの 問題"が18と 最

11
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表5集 団感染 などを引 き起 こした主な要因

も多 く,次 いで"職 場,学 校 な どの生活環境 の問題"の

14,"事 業所,施 設な どの健康管理上 の問題"が11で,

"保健所の対応 に関する問題"は5
,"診 断 か ら届 け出

までの問題"は3と 少数に とどまった。なお,要 因の主

な内容 は項 目別 にして表5に 記 し,事 例別の項 目は記号

に して表4の 要因欄 に示 した。

考 察

定期外検診が どの程度実施 されてい るか,全 国の実態

は明 らかではないが,近 年増加傾 向にあることは間違い

ない。愛知 県の1983年 か ら87年 の成績3)で は,新 登 録

患者 に対 して1.3%で あったが,今 回の調査 では3.2%と

な り,し か も最 近になるほ ど高率 となっていた。この間

の結核 患者の発生状 況 を考える と,増 加 の要 因は,保 健

所が定期外検診 を積極 的に行 うようになった こと,若 年

集団中心であ った対象 を最近では中高年齢層が働 く事 業

所や病院 ・老人施設 にまで広げた ことが考 えられた。ち

なみ に,83～87年 の対 象 施設 は学校39.0%,病 院 な ど

10.6%で あったが,今 回の調査では15.7%と17.3%に なっ

た。

初発患者 の性 ・年齢別 の実施状況 は,男 女 間で明 らか

な違 いがみ られる。男性 では加齢 とともに漸減す るが,

女性 では50歳 を境 に検診 が実 施 され な くな る。 これ は

女性 では男性 に比べ て中高年齢 層の就業 率が低 く,実 施

の必要性が少なかったため と考え られた。なお,年 齢 を

50歳 未満 に限 ると,定 期外 の実施 に は男女 間の 有意 差

は認め られ なか った。

集 団感染 は学校 ・塾 と事業所がそれぞれ5事 例であっ

たが,小 規模感染 は事業所の定期外の件数が多い ことも

あって,事 業所が約2/3を 占めてい た。集 団感染 などの

発生 は,定 期外検診 に対 して17.7%で,こ れは前 回の調

査3)の16.3%(123件 中20件;集 団4,小 規模16)と 変

わ らなかった。施設別の状況で は,学 校 ・塾 は25.0%か

ら30.0%に,事 業所 は9.7%か ら16.7%に 増 えて いたが

有意差 はなかった。 しか し,定 期外検診 の実施率が上昇

しているので,集 団感染 な どの発生 は増加傾 向にある と

考え られた。

今 回の背景因子の分析 で,集 団感染 な どの発生 に関係

す ると考 えられたのは感染危険度指数のみで,統 計的に

は有意差 はなか ったが有症期間にその傾向がみ られた。

青木6)は わが国の集 団感染事例 を分析 して,患 者 のG3

号以上の大量排菌 と3カ 月以上の有症期間が,要 因 とし

て最 も重要で あると指摘 してい る。今回の調査で も,感

染危険度指数 に有意差が あること,集 団感染 はすべて塗

抹 陽性例 か ら発生 しているこ と,有 症期 間に差が あるこ

とな ど,お おむね同様 の結果が得 られた。

対象 者数やツ反応 の実施 には強い有意差がみ られたが,

他の影響 も考えてお くことが必要 で あ る。 わが 国で は

BCG接 種 が広 く行われてお り,既 接種 者 に対 す る ツ反

応の検査では,感 染 を受けた者 を正確 に判定する ことは

困難であ るとの指摘 もあ る8)。 このた め,結 核 感染 の

心配 を過度 にす ることになれば,ツ 反応 による(初)の拾い

過 ぎ も危 惧され ることになる。例 えば今回の調査で は,

集 団感染 などの発生 は,前3年 に比べて後3年 に集中 し

ていた。後3年 には患者発見 の増加 もみ られ るが,そ れ

以上 に(初)の増加が注 目される。

しか しなが ら,ツ 反応 は現 時点 では結核感染 を判定す

る唯一の簡易 な方法であ り,定 期外検診 には欠 くこ との

で きない検査 で もある。 したがって,ツ 反応 の実施 にあ

た っては,そ の解釈 を慎 重に行 うとともに,(初)の追跡 な

どを行い,判 定の妥当性 を確 認する ことも必要である と

考 えられた。
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一方
,対 象者の決定 には,保 健所や該当施設の心配の

強 さが関係 して くる。 また,患 者発見 による対象者の拡

大 も考 えておかねば ならない 。現 に集 団感 染11事 例 に

おいて は,2事 例 に検診対象の追加が行われてい た。 さ

らに,学 校で は過度の感染不安 を経験 する ことが しば し

ばある。今回の対象者数が100人 以上であった31施 設で

は,17施 設は学校 であ り,20施 設 で はツ反応 が 実施 さ

れていた。 この ように,ツ 反応 の実施 や対象者 数は,真

の要因ではな く,む しろ結 果である可 能性 が大 きい と考

え られた。

保健所へ の要 因調査 では,集 団感染 などの要因として,

発病 か ら診 断までに長期 間を要す るこ と,職 場等 の生活

環境 や健康管理 に問題 のあるこ とな ど,各 事例が複数 の

要 因を持つ こ とが 明 らかになった。この中には,定 期検

診 の長期未受診や異常 を指摘 されなが ら,患 者発見 につ

なが らなか った事例が多 く含 まれてい た。

阿彦9)は 結核予 防可能例 とい う考 えを示 し,患 者 発

見の問題 に言及 してい る。今 回 の19事 例 を これ に当て

はめ ると,発 見の大幅 な遅れ など該当す るものが少 な く

とも14事 例 にみ られた。 した が って,集 団感染 な どの

事例 において も,既 存の結核 対策が十分 に機能 していれ

ば,発 生予防が可能である と考え られた。

しか し,最 近の世相 を反映 した,新 しい問題 もい くつ

か出ている。健康 管理の不徹底 に より派遣先 の職員 に感

染 発病 を起 こした事例10),ピ ア ノ教 室 の防音 室 や コ ン

ピュー タールームな ど気密性 の高 い環境 で の感染11)で

ある。 これ らは今後増加 が心 配 される環境 で,対 応が必

要 な問題 と思 われた。

さらに,結 核集 団感染が学校 な どの若年者 の集 団に高

率 にみ られるこ と,健 康管理が不十分 な職場か ら発生 し

ているこ とを考 える と,発 生予 防の強化の ため には,保

健所 と学校保健や産業保健 とのいっそうの連携が必要で

ある。このためには,保 健所 は結核の統計情報や啓発資

料 を提供す るだけで な く,研 修会の開催などを利用 して,

学校や事業所の健康管理担当者 との良好 な関係 を作 る必

要があ ると考 えられた。

結 語

愛知県で1992～97年 に行われた定期外検 診結 果 の分

析 と,集 団感染事例な どに関す る調査 を行 って次の結果

が得 られた。

(1)6年 間 に254回 の定期外検 診が実施 され,集 団感染11

事例(4.3%)と 小 規模 感染34事 例(13.4%)が 判 定

された。

(2)集団感染 な どは,初 発患 者が大量排菌 で有症期 間が長

い こと,接 触 集団が若年者 の集 団である場合 に高率 で

あった。

(3)集団感染事例 な どでは,複 数の発生要 因を抱 えている

ことが多 く,患 者 の診 断までに長期 間を要す ること,

所属施設 に健康管理上 の問題が あること,職 場 などの

生活環境 に問題が あることが多 かった。

(4)集団感染 な どの予防 のためには,患 者の早期発見 に現

行制度 を効果 的に活用す るとともに,学 校保健や産業

保健 との連携が必要であ ると考 えられた。

本調査 は愛知県保健所長会結核 ・感染症研 究部会の平

成10年 度の事業 として行い,第74回 日本結核 病 学会 総

会(平 成11年4月,宇 都宮市)で 概 要 を報告 した。 調

査 に協力頂いた愛知県衛生部保健予防課,愛 知県保 健所

並び に豊田市保健所の職員の皆 さんに感謝致 します。
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